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1. はじめに 
 平成 24 年 5 月に茨城県等で発生した竜巻被害を受けて、学識経験者及び報道

機関等から構成される「竜巻等突風予測情報改善検討会」により、同年 7 月に

「竜巻等突風に関する情報の改善について（提言）」が取りまとめられた。 
この提言では、竜巻等突風現象の実態把握が重要として、発生した竜巻の強

さを迅速かつ的確に評定するため専門家を交えて被害状況を分析する仕組みを

設けることと、国内で発生する竜巻の強さをより的確に把握するため藤田スケ

ールを日本の建築物等に対応させるガイドライン等を作成することの必要性が

示された。 
 気象庁では、これらの検討にあたり、風工学や気象学など関連する研究分野

が連携して、竜巻等突風の強さの評定に関する業務の改善を図るため、大学・

研究機関等の外部有識者を含む「竜巻等突風の強さの評定に関する検討会」を

開催することとした。 
 この検討会では平成 25 年 7 月の第 1 回検討会以降検討を重ね、それまで竜巻

等突風の強さの評定に用いてきた「藤田スケール」を基に、最新の風工学の知

見を踏まえ、日本の建築物等の被害に対応するよう改良した「日本版改良藤田

スケール」を平成 27 年 12 月に策定した。その後、気象庁ではこの日本版改良

藤田スケールを用いた竜巻等突風の強さの評定を平成 28 年度より開始した。 
 平成 28 年度からは、日本版改良藤田スケールによる突風の強さの評定事例を

基に、日本版改良藤田スケールの検証や評価を行うとともに、最新の研究成果

を踏まえた被害指標や被害度の見直しなど、適宜、日本版改良藤田スケールの

改善を図った。 
  
 本報告書は、これらの検討結果をとりまとめたものである。 
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2. 検討の背景と取組状況 
日本国内では 1 年あたり約 52 件竜巻が発生し（2007 年～2023 年、海上竜巻

を含む）、そのうち約 20 件は陸上で発生が確認されている。（第 1 図、第 2 図）

このうち、陸上で発生した竜巻等突風はしばしば被害をもたらしている。 

 
第 1 図 竜巻等の突風発生確認分布図（2007～2023 年） 

 
第 2 図 竜巻等突風（陸上）の年別発生確認数（2007～2023 年） 
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（１） 気象庁の突風調査業務 
   竜巻等の突風現象は、大きな被害を伴い社会的にも大きな関心を呼ぶこ

とがあるため、その実態を解明することは防災行政上、重要な課題となっ

ている。特に、突風現象の発生に際しては、これに関する詳細情報は防災

関係機関や報道機関のみならず国民の求めるところである。 
また、突風予測や災害対策など、突風現象による災害から国民の生命・

財産を守るためには、まず現象の基礎資料の充実が必要である。しかし、

突風現象は極めて激しい風を伴うものの、その時間的・空間的スケールが

小さく発生頻度も小さいため、通常の気象観測網では捉えにくく、現地調

査をはじめとする詳細な調査が、突風現象の発生機構を解明する上での有

力な手段の一つとなっている。このため、できるだけ多くの事例に対して

統一した方法により調査し、その結果を幅広い分野で利活用しやすいよう

データベース化する必要がある。 
   気象庁では、被害の状況から現象の種類や強さ等を科学的に明らかにす

る（以下、「評定」という）ために、気象庁機動調査班（JMA-MOT）を

現地に派遣して調査を実施している。（第 3 図） 
この調査は、現象の種類、現象の発生・消滅時刻、突風の強さ（風

速）、被害域の長さと幅、突風の移動方向・速度、被害状況（人的・物的

被害の数量）等を評定している。特に重要なのが現象の種類と強さであ

る。現象の種類は、被害域の形状や推定される風向の分布等から得られる

特徴から評定する。このうち突風の強さの評定は、従来は藤田スケールに

より行われてきた。 

 
第 3 図 気象庁機動調査班（JMA-MOT）による突風調査 
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（２） 藤田スケール 
前述のとおり、竜巻等の激しい突風をもたらす現象は時間的・空間的ス

ケールが小さく、既存の風速計から風速の実測値を得ることは困難であ

る。このため、1971 年にシカゴ大学の藤田哲也博士により、竜巻やダウン

バーストなどの突風により発生した被害の状況から風速を大まかに推定す

る藤田スケール（F スケール）が考案された。（Fujita (1971)） 
第 1 表は、藤田（1973）が策定した F スケールに対応する被害状況を日

本向けに解説を加えたものである。 
F スケールによる評定では、竜巻等突風による被害状況（「何がどうなっ

た」）を調査し、第 1 表に示す「被害の状況」に当てはめることで、階級

を求める。求められた階級から、Fujita の提案した式に基づき、対応する

風速として換算することができる。同スケールは利用の簡便性から、米国

のみならず日本を含め世界で広く活用されてきた。 
 

第 1 表 藤田スケール（藤田 1973） 

階級 風速 被害の状況 

F0 17～32m/s 
(約 15 秒間の平均) 

テレビのアンテナなどの弱い構造物が倒れる。小枝が折れ、

根の浅い木が傾くことがある。非住家が壊れるかもしれな

い。 

F1 33～49m/s 
(約 10 秒間の平均) 

屋根瓦が飛び、ガラス窓が割れる。ビニールハウスの被害甚

大。根の弱い木は倒れ、強い木は幹が折れたりする。走って

いる自動車が横風を受けると、道から吹き落とされる。 

F2 50～69m/s 
(約 7 秒間の平均) 

住家の屋根がはぎとられ、弱い非住家は倒壊する。大木が倒

れたり、ねじ切られる。自動車が道から吹き飛ばされ、汽車

が脱線することがある。 

F3 70～92m/s 
(約 5 秒間の平均) 

壁が押し倒され住家が倒壊する。非住家はバラバラになって

飛散し、鉄骨づくりでもつぶれる。汽車は転覆し、自動車は

もち上げられて飛ばされる。森林の大木でも、大半折れるか

倒れるかし、引き抜かれることもある。 

F4 93～116m/s 
(約 4 秒間の平均) 

住家がバラバラになって辺りに飛散し、弱い非住家は跡形な

く吹き飛ばされてしまう。鉄骨づくりでもペシャンコ。列車

が吹き飛ばされ、自動車は何十メートルも空中飛行する。１

トン以上ある物体が降ってきて、危険この上もない。 

F5 117～142m/s 
(約 3 秒間の平均) 

住家は跡形もなく吹き飛ばされるし、立木の皮がはぎとられ

てしまったりする。自動車、列車などがもち上げられて飛行

し、とんでもないところまで飛ばされる。数トンもある物体

がどこからともなく降ってくる。 

 
（３） 藤田スケールの課題 

上述のとおり世界的に利用されている F スケールであるが、以下のよう

な課題がある。 
① F スケールから得られる風速は、Minor et al. (1977)と Phan and Simiu (1998)

が F4 と F5 に対応する風速は過大であると評価しているように、被害状
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況と風速の対応が十分に検証されていない。 
②  評定に用いることができる被害の対象が、住家、非住家、ビニールハウ

ス、煙突、アンテナ、自動車、列車、数トンの物体、樹木に限られている

ため、多様な被害に対応した評定が困難となっている。 
 
（４） 改良藤田スケール（EF スケール） 

藤田スケールの課題を踏まえ、米国では 2006 年に「改良藤田スケール」

（Enhanced Fujita scale、以下「EF スケール」という。）が策定され、2007 年か

ら米国気象局により運用されている。(McDonald and Mehta 2006) 
EF スケールでは、F スケールにおける「被害の状況」を、被害指標（Damage 

Indicator、「何が」に相当。以下「DI」という。）と被害度（Degree of Damage、
「どうなった」に相当。以下「DOD」という。）に分け、28 種類の DI とこれ

に対応する複数の DOD が設定された。（第 4 図）   
さらに、既存の調査研究や経験をもとに、各 DI・DOD に対応する風速が設

定された。これにより、従来の F スケールと比べより細かな評定が可能とな

り、得られる風速の精度も向上した。また、カナダでは、EF スケールの DI を
さらに充実させると同時に、階級に修正を加えたカナダ版改良藤田スケール

を策定し、2013 年から運用している。(Sills，D.M.L（2014）) 
一方で、F スケール及び EF スケールは、米国またはカナダの建築物等の

被害を対象として作成されていることから、米国以外でより精度良く風速を

求めるためには、その国の建築物等の種類や特性を踏まえ、その被害状況に

対応する風速を設定する必要がある。日本の建築物等は米国のものとは種類

も特性も大きく異なることから、米国の DI をそのまま日本国内で適用する

ことはできない。 

 
第 4 図 被害指標（DI）と被害度（DOD）のイメージ 
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（５） 日本版改良藤田スケール（JEF）の策定に向けた取組 
2012 年（平成 24 年）5 月 6 日に茨城県、栃木県及び福島県において複数の竜

巻が発生し、甚大な被害が生じた。 
このことを踏まえ、気象庁では、学識経験者・報道機関関係者等から構成さ

れる「竜巻等突風予測情報改善検討会」を開催し、同年 7 月に「竜巻等突風に

関する情報の改善について（提言）」が取りまとめられた。さらに、竜巻等突風

に対する対策を強化するため、同年に関係府省庁により構成される「竜巻等突

風対策局長級会議」が設置され、観測・予測技術の高度化をはじめ、政府一体

となって取り組むべき対策がまとめられた。（第 5 図） 
これらの提言や報告を受け、気象庁は竜巻の実態把握の強化策の一つとして、

現行の藤田スケールを日本の建築物等に対応させるガイドライン等を作成する

こととした。併せて、国際比較や過去の統計との比較が困難になることのない

よう、従来の藤田スケールと統計的な継続性を持たせる必要性も指摘された。 
前述のとおり、米国の EF スケールは日本の建築物等に対応していないこと

から、これをそのまま日本国内で利用することは望ましくない。そこで気象庁

では、米国の EF スケールを参考に、日本の建築物等に対応するよう藤田スケー

ルを改良した「日本版改良藤田スケール」を策定することとした。 
なお、同スケールの検討及び策定にあたり、風工学や気象学をはじめとする

専門家からなる「竜巻等突風の強さの評定に関する検討会」（会長：田村幸雄東

京工芸大学名誉教授）を 2013 年（平成 25 年）7 月に設置した。 

 
第 5 図 竜巻等突風に関する情報の改善について（提言）概要（2012 年 7 月） 
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3. 日本版改良藤田スケールとその特徴 
日本版改良藤田スケール（Japanese Enhanced Fujita scale、以下「JEF スケール」

という。）は、日本国内で発生する竜巻等突風の強さをより的確に把握できるよ

うにするため、以下のとおり、米国の EF スケールを参考にしつつ、最新の風工

学の知見を取り入れて策定した。同スケールの特徴を以下（１）～（３）に記

す。 
なお、これまでの F スケールを用いた評定では、F スケールの各階級に風速

（風速幅）が対応づけられていたが、JEF スケールを用いた評定では、風速は被

害指標 DI 及び被害度 DOD に対応づけられるため、両者の評定手順は異なって

くる（第 6 図）。 

 
第 6 図 F スケールを用いた評定手順と JEF スケールを用いた評定手順の違い 

 
（１） 日本の建築物等に対応した被害指標及び被害度の導入 

JEF スケールでは、米国の EF スケールと同様に、評定に用いる被害状況

（「何がどうなった」）を DI 及び DOD に分けて設定することとした。DI に
は、風工学の知見に基づき、30 種類の日本の建築物等を選定し（第 2 表）、そ

れぞれの DI に複数の DOD を設定した。 
 
（２） 被害指標（DI）及び被害度（DOD）に対応した風速の設定 

各 DI・DOD について、大型風洞実験装置やシミュレーションを用いた研究成

果や、突風による建築物の被害に関する研究成果等最新の風工学の知見を活用

し、対応する風速分布を設定した。 
この DI・DOD と風速の対応付けについては、文部科学省共同利用・共同研究

拠点として認定された東京工芸大学の「風工学研究拠点」の特定課題研究「日

本版竜巻スケールおよびその評価手法に関する研究」（平成 25 年度～平成 27 年

度）の成果を活用した。 
各 DI・DOD に対応する風速分布として「代表値」「上限値」「下限値」を設定

している。「代表値」は、各 DOD の被害を引き起こす風速の代表的な値を示し、

通常はこの値を評定に利用する。また、「上限値」と「下限値」により、構造物
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の形状や材質等の違いから、被害を引き起こす風速がとり得る値の幅を示して

いる。 
第 2 表 JEF スケールの被害指標（DI） 

番号 被害指標（DI） 番号 被害指標（DI） 

1 木造の住宅又は店舗 16 鉄道車両 

2 鉄骨系プレハブ住宅又は店舗 17 電柱 

3 鉄筋コンクリート造の集合住宅 18 地上広告板 

4 仮設建築物 19 道路交通標識 

5 大規模な庇・独立上家の屋根 20 カーポート 

6 鉄骨造倉庫 21 塀 

7 木造の非住家建築物 22 木製・樹脂製・アルミ製フェンス、メッ

シュフェンス 

8 園芸施設 23 道路の防風・防雪フェンス 

9 木造の畜産施設 24 ネット（野球場・ゴルフ場等） 

10 物置 25 広葉樹 

11 コンテナ 26 針葉樹 

12 自動販売機 27 墓石（棹石） 

13 軽自動車 28 路盤 

14 普通自動車 29 仮設足場（壁つなぎ材） 

15 大型自動車 30 ガントリークレーン 

 
具体的な風速値（代表値・上限値・下限値）、風速算定方法の概要、評定に用

いるにあたっての解説（運用上の解説）が DI 毎にそれぞれ検討され、「日本版

改良藤田スケールに関するガイドライン」にすべてまとめられている。 
この一例を以下に示す。 
DI 番号 1 の「木造の住宅又は店舗」は、低層木造在来軸組工法の住宅又は店

舗を対象とし、その風速は第 3 表のとおりである。風速算定方法の概要は次の

①～④のとおりである。 
① 屋根構成材等の最大耐力は、既往の耐力試験データや設計規準、瓦模型

の風洞実験結果に基づき得られる。 
② 上部構造の最大耐力は、建築基準の変遷（～1981 年、1981 年～2000 年、

2000 年～）を考慮した層せん断力係数モデルに基づいて設定する。 
③ 建築物が受ける風荷重は、瞬間風速と建築基準に関する法令に定める風

力係数を用いた方法によって概算する。 
④ 風荷重が最大耐力を超えたとき、各 DOD に相当する被害が発生すると

みなし、その風荷重に対応する瞬間風速を各 DOD の風速とする。 
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第 3 表 木造の住宅又は店舗（DI 1）の DOD と風速の対応 

番号 DOD 
風速（m/s） 

代表値 下限値 上限値 

1 目視でわかる程度の被害、窓ガラスの損壊 30 25 35 

2 
比較的狭い範囲での屋根ふき

材の浮き上がり又ははく離 

粘土瓦ぶきの場合 35 25 50 
金属板ぶき又は化粧スレ

ートぶきの場合 
40 30 55 

3 
比較的広い範囲での屋根ふき

材の浮き上がり又ははく離 

粘土瓦ぶきの場合 45 30 60 
金属板ぶき又は化粧スレ

ートぶきの場合 
50 40 65 

4 屋根の軒先又は野地板の破損又は飛散 50 40 65 
5 上部構造の変形に伴う壁の損傷（ゆがみ、ひび割れ等） 55 40 65 
6 金属系の外壁材のはく離 60 45 70 
7 小屋組の構成部材の損壊又は飛散 65 50 75 
8 上部構造の著しい変形又は倒壊 75 55 85 
 
なお、将来、建築物等の耐風性能が変化した場合、現在と将来で同じ風速の

竜巻等突風がもたらす被害の程度は異なることが想定される。このため、建築

物等の耐風性能が変化した際には、DOD と風速の対応付けを見直すこととする。  
これにより、第 3 表に示す JEF スケールの階級と風速の関係を変更しなくて

も、同じ強さの竜巻であれば、現在でも将来でも同じ風速（階級）が得られる

こととなる（第 7 図）。 
 

 
第 7 図 建築物の耐風性能が変化した際の対応（イメージ） 
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（３） 統計的な継続性を考慮した階級と風速の対応 

JEF スケールの階級と風速の対応については、F スケールと JEF スケール

の統計的な継続性を持たせるため、現象のスケールの評定結果が両スケール

で評定した現象の階級ができる限り同じ階級となるように決定した。これに

より、過去統計との比較や継続的な統計値の算出が可能となる。この考え方

は米国の EF スケール策定にあたっても用いられている。 
米国では、EF スケールと藤田スケールの統計的な継続性を確保するため、 
① 複数の被害事例について、藤田スケールにより推定される風速と EF

スケールにより推定される風速の相関を調査し、 
② EF スケールの各階級での被害の程度が可能な限り藤田スケールと対

応するよう、両者の相関をもとに EF スケールの階級を区分する風速

値を決定 
  している。ここで②の相関調査については、一次関数による回帰分析を採用

している。（第 8 図左） 
  また、カナダでは、米国の EF スケールの DI に 6 種類の DI を追加し（Sills 

2013a）、米国と同様に上記①②の作業を経てカナダ版 EF スケールを策定して

いる。ここで②の相関調査については、べき乗関数による回帰分析を採用し

ている。（第 8 図右） 

 
  第 8 図 F スケール及び EF スケールの DI・DOD から推定される風速の相関 
      米国の EF スケール（左）とカナダ版 EF スケール（右） 
 

JEF スケールについても同じ考え方で、以下の方法により階級と風速の対応

を決定した。 
ア. 相関調査のための被害事例の選別 

  ・ 以下に示す突風事例における主な被害事例を相関調査の対象とした。 
  2007 年から 2013 年に建物等に被害があった突風事例のうち、被害



<案> 

14 
 

の数が多い（30 件以上）もの 
 上記以外の F3 相当の事例である北海道佐呂間町（2006 年）、千葉県

茂原市（1990 年）、愛知県豊橋市（1999 年）で発生した竜巻 
  ・これらの被害事例（計 215）について、F スケール及び JEF スケールにより

推定される風速の相関を調査した。 
イ. F スケールによる風速推定 

  ・ F スケールによる評定作業に習熟した気象庁

職員５名が、藤田スケール（F0～F5）の各階級

を更に 3 つ（弱・中・強）に区分した右表に基

づき、各被害事例に対応する風速を求めた。 
・ 各評定者が求めた風速の平均値を、F スケール

から推定される風速とした。 
 

右表 F スケールと対応する風速 
※風速値の算出方法：F スケールに対応する風速範

囲を、任意の時間間隔の平均風速の比を表した

Durst 曲線(Dregger 2005;WMO2009;ANSI 1996)を用

いて、3 秒平均風速に変換し、各階級に対応する風

速範囲の中央値を「中」に割り当てた。「弱」と

「強」には、風速値を均等配分した値を割り当て

た。 
 

ウ．JEF スケールの DI・DOD による風速推定 
・ 風工学の専門家５名が、付録Ｂに基づき、各被

害事例に相当する DI・DOD を決定し、これに

対応する風速を求めた。 

・ 各評定者が求めた風速の平均値を、DI・DOD から推定される風速とした。 
エ．F スケール及び JEF スケールの DI・DOD により推定した風速の相関調査 

  ・ イ．及びウ．で得られた風速値から、第 9 図のとおり散布図を作成し、

回帰分析により F スケール及び JEF スケールにより推定した風速の相関を

求めた（ （寄与率）＝0.74）。なお、回帰分析の方法は、米国 EF スケー

ルの一次関数で回帰する方法とカナダ版改良藤田スケールのべき乗関数で

回帰する方法(Sills 2013b)を検討した結果、相関がより良かったカナダ版の

方法を採用した。 
オ．JEF スケールの階級と風速の対応の決定 

     得られた回帰曲線とＦスケールの各階級の風速範囲から、第 9 図のとおり

JEF スケールの階級と風速の対応を決定した。（第 4 表） 
その結果、JEF スケールの各階級における風速の下限は 14×JEF+25(m/s)、

上限は 14×JEF+38(m/s) （JEF4 まで）で与えられることとなった。 

藤田 

スケール 
風速（m/s） 
（3 秒平均） 

 
F0 

弱 21 
中 27 
強 32 

 
F1 

弱 38 
中 44 
強 49 

 
F2 

弱 55 
中 62 
強 69 

 
F3 

弱 75 
中 83 
強 90 

 
F4 

弱 98 
中 106 
強 113 

 
F5 

弱 121 
中 130 
強 138 
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なお、例えば F スケールで F2 と評定された現象は、その多くが JEF スケ

ールでも JEF2 となるが、両者の階級はあくまでも統計的な意味で一致するだ

けなので、個別の事例では必ずしも一致するとは限らないことに注意が必要

である。 
第 4 表 日本版改良藤田スケールにおける階級と風速の関係 

階級 風速の範囲 
(3 秒平均） 主な被害の状況（参考） 

JEF0 25―38m/s 

・木造の住宅において、目視でわかる程度の被害、飛散物による窓ガラス

の損壊が発生する。比較的狭い範囲の屋根ふき材が浮き上がったり、は

く離する。 
・園芸施設において、被覆材（ビニルなど）がはく離する。パイプハウス

の鋼管が変形したり、倒壊する。 
・物置が移動したり、横転する。 
・自動販売機が横転する。 
・コンクリートブロック塀（鉄筋なし）の一部が損壊したり、大部分が倒

壊する。 
・樹木の枝（直径 2cm～8cm）が折れたり、広葉樹（腐朽有り）の幹が折

損する。 

JEF1 39―52m/s 

・木造の住宅において、比較的広い範囲の屋根ふき材が浮き上がったり、

はく離する。屋根の軒先又は野地板が破損したり、飛散する。 
・園芸施設において、多くの地域でプラスチックハウスの構造部材が変形

したり、倒壊する。 
・軽自動車や普通自動車（コンパクトカー）が横転する。 
・通常走行中の鉄道車両が転覆する。 
・地上広告板の柱が傾斜したり、変形する。 
・道路交通標識の支柱が傾倒したり、倒壊する。 
・コンクリートブロック塀（鉄筋あり）が損壊したり、倒壊する。 
・樹木が根返りしたり、針葉樹の幹が折損する。 

JEF2 53―66m/s 

・木造の住宅において、上部構造の変形に伴い壁が損傷（ゆがみ、ひび割

れ等）する。また、小屋組の構成部材が損壊したり、飛散する。 
・鉄骨造倉庫において、屋根ふき材が浮き上がったり、飛散する。 
・普通自動車（ワンボックス）や大型自動車が横転する。 
・鉄筋コンクリート製の電柱が折損する。 
・カーポートの骨組が傾斜したり、倒壊する。 
・コンクリートブロック塀（控壁のあるもの）の大部分が倒壊する。 
・広葉樹の幹が折損する。 
・墓石の棹石が転倒したり、ずれたりする。 

JEF3 67―80 m/s 

・木造の住宅において、上部構造が著しく変形したり、倒壊する。 
・鉄骨系プレハブ住宅において、屋根の軒先又は野地板が破損したり飛散

する、もしくは外壁材が変形したり、浮き上がる。 
・鉄筋コンクリート造の集合住宅において、風圧によってベランダ等の手

すりが比較的広い範囲で変形する。 
・工場や倉庫の大規模な庇において、比較的狭い範囲で屋根ふき材がはく

離したり、脱落する。 
・鉄骨造倉庫において、外壁材が浮き上がったり、飛散する。 
・アスファルトがはく離・飛散する。 

JEF4 81―94 m/s ・工場や倉庫の大規模な庇において、比較的広い範囲で屋根ふき材がはく

離したり、脱落する。 

JEF5 95 m/s―__ 
・鉄骨系プレハブ住宅や鉄骨造の倉庫において、上部構造が著しく変形し

たり、倒壊する。 
・鉄筋コンクリート造の集合住宅において、風圧によってベランダ等の手

すりが著しく変形したり、脱落する。 
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第 9 図 F スケール及び JEF スケールの DI・DOD から推定される風速の相関 

 
4. 日本版改良藤田スケールによる評定方法 
 JEF スケールを用いた竜巻等突風の強さの評定は以下の手順で行う。（第 10
図） 

①  竜巻等突風によりもたらされた被害それぞれについて、日本版改良藤田  
スケールに関するガイドライン（以下、「ガイドライン」という。）を参

照して DI 及び DOD を決定する。 
②  ①で決定した DI・DOD に対応する風速を求める。 
③  ②で得られた風速のうち、各被害の中で最大の値を、現象を代表する風

速（ここでは「評定風速」と呼ぶ）とする。 
④  評定風速を第 4 表の風速に当てはめて JEF スケールの階級を求める。 

ただし評定風速が JEF0 の下限値（25m/s）に満たない場合は階級を「JEF0
未満」とし、DI 及び DOD に対応する被害が見つからない場合は、評定風

速は「不明」とする。 

 
第 10 図 日本版改良藤田スケールを用いた評定の流れ 
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 評定の具体例を以下に示す。 
① 各被害の DI 及び DOD の決定 

ある一つの突風現象が写真 1 のように三つの被害 a,b,c をもたらしたと

する。被害 a,b,c はいずれも木造住家の被害であり、DI は「木造の住宅

又は店舗」と決定する。ガイドラインの DI「木造の住宅又は店舗」を参

照して、それぞれの DOD を決定する。 
被害 a は、「比較的狭い範囲での屋根ふき材（粘土瓦ぶき）の浮き上が

り又ははく離」に該当するので、DOD=2 である。被害 b は「小屋組の構

成部材の損壊又は飛散」に該当するので、DOD=7 である。被害 c は「比

較的広い範囲での屋根ふき材（粘土瓦ぶき）の浮き上がり又ははく離」

に該当するので、DOD=3 である。 
② 各被害に対応した風速の決定 

第 3 表を参照し、被害 a、b、c の DOD に対応する「代表値」をそれ

ぞれの風速とする。（第 5 表） 

③ 評定風速の決定 

各風速のうち、最大値は被害 b の 65m/s であることから、この風速

値を評定風速とする。 

④ JEF スケールの階級の決定 

評定風速 65m/s は第 4 表から JEF2 に相当することから、この現象は

JEF2 と評定される。 

 

写真 1 木造住家の被害例 

 

第 5 表 選択された被害度と風速（代表値） 

 被害の様相 
被害度 

（DOD） 

風速 
（m/s） 

被害 a 屋根瓦が狭い範囲でめくれている 2 35 

被害 b 屋根が飛散している 7 65 

被害 c 屋根瓦が広い範囲でめくれている 3 45 

 

  

被害 a 被害 b 被害 c 
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5. 日本版改良藤田スケールの評価と改善 
（１） 日本版改良藤田スケールによる突風の強さの評定とその結果の公表 

日本版改良藤田スケールは、2015 年（平成 27 年）12 月 21 日に開催された竜

巻等突風の強さの評定に関する検討会（第 6 回）で委員の承認を得て策定され、

「日本版改良藤田スケールに関するガイドライン」として公表した。 
気象庁の突風調査においては、2016 年（平成 28 年）4 月から日本版改良藤田

スケールを使用した突風の強さの評定を開始した。それまでは突風の強さの評

定結果は、藤田スケールの表を参照すれば階級の風速はわかるものの、直接的

には藤田スケールの階級のみを公表してきた。平成 28 年度からは、前述の日本

版改良藤田スケールによる評定方法により、突風の強さを風速と風速が属する

JEF スケールの階級の両者を評定し調査結果として公表している。（第 11 図） 

 
第 11 図 日本版改良藤田スケールによる評定結果の発表例 
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（２） 日本版改良藤田スケール策定後の突風の強さの評定状況 

ア 突風の強さの評定状況 

日本国内で確認した竜巻等突風のうち、突風の強さを評定した事例につい

て、藤田スケール（F スケール）と日本版改良藤田スケール（JEF スケール）

の階級別の評定数を第 12 図に示す。 
 F スケールの確認数は、気象庁が突風調査業務を強化した 2007 年から 2015
年 3 月 31 日までとし、JEF スケールの確認数は JEF スケールでの評定を開始

した 2016 年 4 月 1 日から 2023 年 12 月 31 日までである。このうち JEF0 未満

の階級は、2019 年 4 月に設定したため確認数が 7 件と少なくなっている。F0
または JEF0 の出現頻度が最も高く、それよりも高い階級は出現頻度が低くな

る傾向は、F スケールも JEF スケールも同様であった。 

 

第 12 図 日本国内における竜巻等突風の階級別確認数 
（陸上で発生したもの） 

 

イ 風速別の突風の強さ 

次に突風をもたらした現象ごとに風速別に突風の強さを整理した資料を第

13 図に示す。JEF スケールの運用を開始した後、最も強い評定風速は 2018 年

6 月 16 日に沖縄県伊江村で発生した竜巻によるもので、約 70m/s、JEF3 であ

る。JEF3 の突風はこの 1 回のみであり、JEF2（53～65m/s）以上の突風は竜巻

と評定した事例がほとんどである。 
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第 13 図 現象及び風速別の突風の強さ 
（対象期間：2016 年 4 月 1 日～2023 年 12 月 31 日） 

 

ウ 被害指標（DI）別の突風の強さの評定回数 

 突風被害の場合、基本的に最も強い被害を、その突風事例の風速としている

が、その代表的な被害以外にも多数の被害が発生している。JEF スケールでは

30 種類の被害指標（DI）と被害度（DOD）にそれぞれ風速が対応づけられてお

り、個別の被害から風速を求めることができる。その結果を第 6 表に示す。 
 2016 年 4 月から 2023 年 12 月まで 8 年 9 か月間の突風調査で約 5,300 件の被

害を評定した。このうち、評定件数の最も多かった被害指標（DI）は DI=１の

「木造の住宅又は店舗」の 1,184 件で、全体の約 22％となった。次いで「園芸

施設」（DI=8：353 件）、「広葉樹」（DI=8：300 件）、「木造の非住家建築物」（DI=7）
の順に多くなった。また、30 種類の被害指標（DI）のうち 25 種類で 1 件以上の

被害を評定した。一方で DI、DOD ともに「該当なし」と評定した被害が 2,580
件あり全体の約 50％となった。「該当なし」とした理由はさまざまであり、まさ

に該当する DI がなかったもの（例：街路樹など）、飛散物による被害と認めら

れたもの、突風の前から老朽化が進んでいて客観的に DOD を当てはめること

が適さないと判断したものなどがあった。 
この一部については、DIのみを当てはめることが可能な被害もあることから、

今後は調査方法を工夫するなど、DI、DOD ともに「該当なし」を少なくできる

ように努めることとしたい。 
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第 6 表 被害指標（DI）別の評定件数 

番号 被害指標（DI） 
評定 

件数 
 番号 被害指標（DI） 

評定 

件数 

1 木造の住宅又は店舗 1,184  16 鉄道車両 0 
2 鉄骨系プレハブ住宅又は店舗 60  17 電柱 13 
3 鉄筋コンクリート造の集合住宅 10  18 地上広告板 2 
4 仮設建築物 21  19 道路交通標識 13 
5 大規模な庇・独立上家の屋根 7  20 カーポート 71 
6 鉄骨造倉庫 68  21 塀 14 
7 木造の非住家建築物 292  22 木製・樹脂製・アルミ製フェ

ンス、メッシュフェンス 

28 

8 園芸施設 353  23 道路の防風・防雪フェンス 0 
9 木造の畜産施設 6  24 ネット（野球場・ゴルフ場等） 1 

10 物置 82  25 広葉樹 300 
11 コンテナ 8  26 針葉樹 103 
12 自動販売機 2  27 墓石（棹石） 0 
13 軽自動車 39  28 路盤 0 
14 普通自動車 28  29 仮設足場（壁つなぎ材） 3 
15 大型自動車 11  30 ガントリークレーン 0 
対象期間：2016 年（平成 28 年）4 月 1 日～2023 年（令和 5 年）12 月 31 日 
対象被害：5.301 件（評定件数：2,721 件、DI、DOD 該当なし：2,580 件） 
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（３） 竜巻等突風の評定に関する検討会での JEF スケールの評価・見直し 

 竜巻等突風の強さの評定に関する検討会は、2015 年（平成 27 年）12 月に「日

本版改良藤田スケールに関するガイドライン」（以下「ガイドライン」と言う。）

を策定したことにより、それ以降の検討内容を次のとおり変更した。 
 ・突風発生時における、日本版改良藤田スケールを用いた評定に関する助言 
  （大きな突風災害が発生した際） 
 ・関連研究の進展に応じたガイドラインの評価・見直し 

なお検討会の開催は、年間に定例会 1 回と大きな突風災害が発生した時の臨

時会を想定した。 
令和 6 年 3 月まで、臨時会を開催するような大きな突風災害は日本国内では

発生していないが、毎年 1 回の定例会では、最新の研究成果を踏まえ、随時ガ

イドラインの評価・見直しを行ってきた。ガイドライン策定後の改正状況は第

7 表のとおりである。 

 

第 7 表 日本版改良藤田スケール（JEF スケール）による突風の強さの実施と改善事項 

実施時期 策定、改正内容 

2015 年 12 月 
日本版改良藤田スケール

の策定 
「日本版改良藤田スケールに関するガイドライン」策定。 
30 種類の DI について DOD と推定風速を設定 

2016 年 4 月 JEF スケールによる 
評定開始 気象庁の突風調査業務で JEF スケールによる評定を開始 

2018 年 3 月 被害指標（DI）、被害度

（DOD）の見直し 

最新の研究成果をガイドラインに反映し、以下のとおり

DI と DOD を修正 
・DI=1（木造の住宅又は店舗）、2（鉄骨系プレハブ住宅

又は店舗）の DOD=2,3 に化粧スレートぶきを追加 
・DI=7（木造の非住家建築物）の DOD=2、3 で粘土瓦ぶ

きと金属板ぶきを区別 
・DI=7（木造の非住家建築物）の DOD=3 から上部構造の

著しい変形又は倒壊を新しい DOD として分離 
・DI=7（木造の非住家建築物）の DOD=3 から上部構造の

著しい変形又は倒壊を新しい DOD として分離 
・DI=8（園芸施設）の DOD=1 に目視でわかる程度の被害

を追加 
・DI=13（軽自動車）、14（普通自動車）、15（大型自動車）

に DOD=1（目視でわかる程度の被害、窓ガラスの損壊）、

2（横滑り）を追加 
・DI=17（電柱）で電柱長とひび割れ強度から求める耐力

による区別を 2 つから 3 つに拡張 

2019 年 3 月 被害指標（DI）、被害度

（DOD）の見直し 

最新の研究成果をガイドラインに反映し、解説の追加、

評定方法の修正を実施、また、統計的な継続性を考慮し

た階級と風速の対応について、解説を追加 
・JEF0 に満たない表記の追加。 
・評定風速に 25m/s 未満を追加 
・DI=1（木造の住宅又は店舗）の DOD=4、7 で開口部が損

壊していない場合を追加 
・DI=3（鉄筋コンクリート造の集合住宅）の DOD=2、3、

4 の風速を修正 

2024 年 3 月 被害指標（DI）、被害度

（DOD）の見直し 

最新の研究成果をガイドラインに反映し、以下のとおり

DI と DOD を修正 
・DI=31（船舶）を新設。陸上に置いてあるプレジャーボ
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ートを対象に評定を開始 
・DI=1（木造の住宅又は店舗）、6（鉄骨造倉庫）に外壁

材の破損を追加 
 

 

6. まとめ 
本検討会では、日本国内で発生した竜巻等突風の強さを適切に評定すること

を目的として、風工学や気象学の専門家と気象庁が連携して日本の建築物等に

対応した日本版改良藤田スケールの検討や日本版改良藤田スケールに関するガ

イドラインの策定を進めた。 
 ガイドラインの策定後、検討会では気象庁の突風調査で得られた突風の強さ

の評定結果を基に、ガイドラインの科学的な妥当性を評価し気象庁へ助言する

とともに、最新の研究成果を取り入れるなど DI、DOD の見直しなどを行った。

これらの経過を本報告書としてとりまとめた。 
 ガイドラインは日本国内における竜巻等突風の強さの評定を行うための技術

的指針であり、これまでの検討により完成度を高めてきた。一方でこれまでの

突風の強さの評定により、いくつかの課題があることを確認した。これらにつ

いてはすぐに解決できるものとそうでないものがあるため、以下の 2 点を中心

に、今後の検討課題としていく必要がある。 
 

（１） JEF2 以上の評定結果の妥当性の検証 
2016 年以降で最も強い竜巻等突風は JEF3、約 70m/s で評定した竜巻の事例で

これ 1 件のみである。（2018 年 6 月 16 日 沖縄県伊江村） 
JEF2 についても 2016 年から 2023 年で 10 件となっており、JEF2 以上を評定

する場合の妥当性の検証が十分ではない状況である。 
現在の JEF スケールは水平風を仮定して強さを評定しているが、強い竜巻の

場合は上昇流や気圧の急下降の影響を受けており、その点での議論が必要であ

る。アメリカでも EF4～EF5 クラスは説明がつかないとの調査結果もあり、JEF
スケールについてもその限界について将来的には議論が必要となる。 
 
（２） 突風をもたらした現象の評定 

突風をもたらした現象が「不明」と評定される事例が約 40％あり、これらの

事例については関係分野の研究での利活用が困難である。突風をもたらした現

象の評定についてもその精度を高めることにより、突風の強さと合わせて関係

分野での研究などさらに利活用されることが期待できる。 
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7. 終わりに 
日本版改良藤田スケールに関するガイドラインは今後の関連研究の進展に応

じて、内容を見直すこととしている。 

将来、建築物等の耐風性能が変化した場合、現在と将来で同じ風速の竜巻等

突風がもたらす被害の程度は異なることが想定され、その際には被害度（DOD）

と風速の対応付けを見直すことになる。また、本検討会では 2012 年に茨城県等

で発生した藤田スケール F3 の竜巻のような社会的に影響が大きい突風の強さ

を評定することはなかった。今後、JEF3 級の竜巻等突風による被害が発生した

場合は、気象庁ほか関係機関が連携してその強さや現象の発生機構を調査する

ことが想定される。 

 これらのことから気象庁は、本検討会が終了した後も、風工学や気象学の専

門家と情報が共有できる関係を継続することが望ましいと考える。 

また、風工学や気象学の専門家においても気象庁との連携を活用し最新の知

見を共有することで、日本版改良藤田スケールに関するガイドラインの維持だ

けではなく、風工学の研究分野の進展につながることが期待される 
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＜検討の経過＞ 

 

○第 1 回 平成 25 年 7 月 3 日（水）14 時 00 分～16 時 00 分 気象庁 
（１）検討会の趣旨等について 
（２）竜巻等突風の強さの評定に関する国内外の動向 
（３）検討会の今後の進め方について  

 
○第 2 回 平成 26 年 3 月 4 日（火）10 時 00 分～12 時 00 分 気象庁 

（１）日本版改良藤田スケールにおける被害と風速の対応付けについて 
（２）日本版改良藤田スケールにおける被害指標（DI）案について 
（３）平成 25 年の竜巻等突風の発生状況について 

 
○第 3 回 平成 26 年 8 月 1 日（金）15 時 00 分～17 時 00 分 気象庁 

（１）日本版改良藤田スケールの階級区分の考え方について 
（２）平成 26 年の竜巻等突風の発生状況について（中間報告） 

 
○第 4 回 平成 27 年 3 月 6 日（金）10 時 00 分～12 時 00 分 気象庁 

（１）日本版改良藤田スケールの階級分け実施手順について 
（２）現象を代表させる推定風速の決定方法について 
（３）日本版改良藤田スケールにおける被害度（DOD）案について 
（４）日本版改良藤田スケールに関するガイドライン骨子案について 
（５）平成 26 年の竜巻等突風の発生状況について 

 
○第 5 回 平成 27 年 10 月 2 日（金）10 時 00 分～12 時 00 分 気象庁 

（１）日本版改良藤田スケールにおける被害指標（DI）・被害度（DOD）と 
風速の対応案について 

（２）日本版改良藤田スケールの階級区分案について 
（３）日本版改良藤田スケールに関するガイドライン案について 

 
○第 6 回 平成 27 年 12 月 21 日（月）13 時 00 分～15 時 00 分 気象庁 

（１） 日本版改良藤田スケールに関するガイドライン案について 
（２） 検討会の今後について  

 
○第 7 回 平成 29 年 2 月 8 日（水）15 時 00 分～17 時 00 分 気象庁 

（１） 平成 28 年度の突風調査結果の概要 
（２） 日本版改良藤田スケールに関するガイドラインの評価・見直しについて 
（３） ガイドラインの英文翻訳の進捗について 
 
（４） その他 
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・日本版改良藤田スケールの成果発表について 
    ・海外における竜巻スケールの改善の動向について 
    ・日本風工学会・風災害調査連絡委員会の紹介 
    ・竜巻発生確度ナウキャスト及び竜巻注意情報の改善について 
    ・今後の予定について 
 
○第 8 回 平成 30 年 2 月 16 日（金）10 時 00 分～12 時 00 分 気象庁 

（１） 平成 29 年の突風調査結果の概要 
（２） 日本版改良藤田スケールに関するガイドラインの見直しについて 
（３） 日本版改良藤田スケールに関するガイドラインの英文翻訳の公開について 
（４） その他 

 ・日本版改良藤田スケールの成果発表について  
    ・今後の予定について  
 
○第 9 回 平成 31 年 2 月 22 日（金）10 時 00 分～12 時 00 分 気象庁 

（１） 平成 30 年の突風調査結果の概要 
（２） 日本版改良藤田スケールに関するガイドラインの見直しについて 
（３） 日本版改良藤田スケールに関するガイドラインの英語版の更新につ 

いて 
（４） その他 

 ・日本版改良藤田スケールの成果発表について 
    ・今後の予定について  
 
○第 10 回 令和 3 年 3 月 23 日（火）10 時 00 分～12 時 00 分 WEB 

（１）運営要領の改正 
（２）令和 2 年の突風調査結果の概要 
（３）日本版改良藤田スケールに関するガイドラインの見直しについて 
（４）その他  

 
○第 11 回 令和 4 年 3 月 10 日（火）10 時 00 分～12 時 00 分 WEB 

（１）令和 3 年の突風調査結果の概要 
（２）日本版改良藤田スケールの改善に向けた取組状況 
（３）その他 

 ・日本版改良藤田スケール導入後の評定状況 
 ・竜巻注意情報の精度  

 
○第 12 回 令和 5 年 3 月 15 日（火）15 時 00 分～17 時 00 分 気象庁及び WEB 

（１）令和 4 年（2022 年）の突風調査結果の概要 
（２）日本版改良藤田スケール導入後の評定状況 
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（３）新しい突風データベースについて 
（４）日本版改良藤田スケールに関するガイドラインの見直しについて 
（５）第 11 回検討会の意見を踏まえた対応 

 
○第 13 回 令和 6 年 3 月 19 日（火）10 時 00 分～12 時 00 分 

（１）日本版改良藤田スケールによる突風の強さの評定結果の概要 
（２）日本版改良藤田スケールに関するガイドラインの見直し 
（３）竜巻等突風の強さの評定に関する検討会報告書（案）の確認 
（４）その他 
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